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1．研究目的 

 現在，診療用高エネルギー放射線発生装置使用室・診療用放射線照射装置使用室（以下，放射
線使用室という）に，画像誘導放射線治療（IGRT）を目的としたエックス線装置・CT エックス
線装置（以下，IGRT 装置）が，放射線治療における位置照合装置として併設されるようになっ
た．診療用高エネルギー放射線発生装置，診療用放射線照射装置および IGRT 装置における漏
えい線量測定については，医療法施行規則（第 30 条の 22）・電離放射線障害防止規則（第 54 条）
などの法令により，放射線の量の測定（診療を開始する前に１回，その後は 6 月を超えない期間
ごと 1 回）を行い，その結果に関する記録を５年間保存することが放射線使用室に対して義務付
けされている．この記録については，各装置における漏えい線量を合算して評価されている（表
1-1，1-2）． 

しかし，放射線使用室においては，使用するエネルギーが IGRT 装置よりも高い診療用高エ
ネルギー放射線発生装置または診療用放射線照射装置に対するしゃへいが施されているため，
放射線使用室 において IGRT 装置の低いエネルギーの漏 えい線量を測定して も Back 
Ground(B.G.)または検出されない（Not Detected: N.D.）となるのが現況であり，診療用高エネ
ルギー放射線発生装置の漏えい線量と合算評価しても管理区域境界，画壁の外側および敷地境
界等において，定められた期間における線量限度（管理区域境界 1.3 ｍSv/3 月，病室 1.3 ｍSv/3
月，事業所内の居住区域 250 µSv/3 月，事業所の境界 250 µSv/3 月）には殆んど変化を認めるこ

231



 

 
 

とはない． 
このように，放射線使用室における IGRT 装置の漏えい線量は，B.G.または N.D.となるにも

かかわらず，医療法施行規則（第 30 条の 22），電離放射線障害防止規則（第 54 条）などの法令
によって，それぞれの装置についての安全性のために漏えい線量の測定が行われているのが現
状である． 

また，このような放射線使用室の漏えい線量測定は，併設装置の台数分だけ繰り返すことにな
り，その時間は長時間におよび，診療時間外もしくは診療を休止して行うことが必要になる． 
さらに，漏えい線量の測定を外部測定業者に委託した場合は，使用室毎，装置毎に費用が発生す
るので，経費と時間が何重にもなっているのが実情である． 
 これらのことに鑑みて，放射線使用室に併設された IGRT 装置について，その実情，漏えい線
量の測定結果およびしゃへい計算結果等の実態を調査し，放射線使用室に併設された IGRT 装
置の漏えい線量測定の在り方について検討を行う.  
 
 
表 1－1 

診療用高エネル
ギー放射線発生
装置使用室 

併設された装置 備考 
診療用高エネルギー
放射線発生装置 

エックス線装置 CT エックス線装置 

漏えい線量測定 
6 月を超えない期間
ごとに 1 回 

漏えい線量測定
6 月を超えない
期間ごとに 1 回 

漏えい線量測定 
6 月を超えない期間
ごとに 1 回 

合 算 し
て評価 

表 1－2 
診療用放射線照
射装置使用室 

併設された装置 備考 
診療用放射線照射装
置 

エックス線装置 CT エックス線装置 

漏えい線量測定 
6 月を超えない期間
ごとに 1 回 

漏えい線量測定 
6 月を超えない
期間ごとに 1 回 

漏えい線量測定 
6 月を超えない期間
ごとに 1 回 

合 算 し
て評価 

 
2．研究方法 

2-1．本研究協力者および協力施設の放射線使用室に併設された IGRT 装置のしゃへい計算およ
び漏えい線量測定結果の調査，並びに使用者の負担，要望等の調査を行う． 
 
2-1-1．放射線使用室に併設された IGRT 装置の種類，加えて診療用高エネルギー放射線発生装
置，診療用放射線照射装置および IGRT 装置の漏えい線量の測定結果，さらに，それらの装置の
しゃへい計算結果等の実態をアンケート形式にて調査する．代表的な装置の組み合わせごとに
１施設とし，許可使用線量または許可使用時間が少ない施設について調査を行う． 
（放射線治療かたろう会世話人施設等，関連協力施設を対象） 
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該当施設毎に，放射線使用室における IGRT 装置の漏えい線量測定の実態について下記の項
目についてアンケート調査を行う． 

① 回答者情報 
② 放射線使用室における IGRT 装置の構成 
③ 診療用高エネルギー放射線発生装置使用室の 3 月当たりの許可使用線量または使用時間 
④ 診療用放射線照射装置使用室（RALS）室における装置の構成 
⑤ 診療用放射線照射装置使用室がある施設は，3 月当たりの許可使用時間 
⑥ 医療法に関連するしゃへい計算申請時に提出した実効稼働負荷と実件数 
⑦ しゃへい計算書および漏えい線量測定結果 

 
2-1-2．放射線使用室における IGRT 装置の漏えい線量測定の実態について下記の項目について
調査を行う（日本放射線腫瘍学会等の協力で全国施設を対象に行う）． 

① IGRT 装置の漏えい線量の測定の実施者（自施設または外部委託） 
② IGRT 装置の漏えい線量の測定に費やす時間 
③ IGRT 装置の漏えい線量の測定を行うタイミング（曜日または時間帯，時間外勤務によ

る等） 
④ 現場の要望（IGRT 装置の漏えい線量測定省力化の要望の有無） 

 
2-2．2-1-1 の診療用高エネルギー放射線発生装置，診療用放射線照射装置および IGRT 装置の
しゃへい計算結果並びにそれらの装置の漏えい線量測定の合算から，放射線使用室における
IGRT 装置の漏えい線量測定について，関連法令と対比し考察する． 
 
2-3．平成 31 年 3 月 15 日付け医政発 0315 第 4 号(以下，第 4 号通知という)の掲載データによ
るしゃへい計算について 

第 4 号通知に掲載されているしゃへい計算用透過率データは，一般的なエックス線診療室を
想定したデータとなっている．例えばコンクリートの厚みは 400 mm まで掲載されており，1000 
mm 近い診療用高エネルギー放射線発生装置使用室でのコンクリート厚に対する計算を行う場
合は，最大厚（400 mm）の透過率を用いる場合がある．また，コンクリートと鉄板の複合しゃ
へいの場合は鉄板をコンクリートに置き換えて計算することもある．この結果，放射線防護とし
ては安全側ではあるが，有意な線量が算出される場合もあり，漏えい線量測定を省力化できない
と捉えられる可能性がある．診療用高エネルギー放射線発生装置使用室の設計（壁厚）に合致し
たしゃへい計算を行うために，National Council on Radiation Protection and Measurements 
Report No.147(NCRP Report No.147－Structural Shielding Design for Medical X-Ray Imaging 
Facilities (2004))を参考に，しゃへい計算用透過率データの厚みを拡大し，代表施設の漏えい線
量について再計算を行う． 
 
2-4．放射線使用室における IGRT 装置の漏えい線量測定の費用について，環境測定会社の標準
価格を調査し，省力化による費用効果を算出する． 
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3．結果 

3-1．放射線使用室におけるしゃへい計算結果および漏えい線量測定結果の実態 
 
3-1-1．放射線使用室における診療用高エネルギー放射線発生装置および IGRT 装置について，
しゃへい計算結果および漏えい線量測定結果を関連協力施設（放射線治療かたろう会世話人施
設等）に調査するよう依頼した． 
 

以下に代表施設における図面および計算結果の一例を示す． 
診療用高エネルギー放射線発生装置における漏えい線量計算および測定図面を示す． 

     (A~K：計算ポイント及び測定ポイントを示す．) 
 
【多根総合病院】 

 X 線使用時  測定条件：10MeV 6Gy/min at 1m，最大照射野（40 ㎝×40 ㎝） 
許可条件：10MeV 6Gy/min at 1m，最大照射野（40 ㎝×40 ㎝） 

 電子線使用時 測定条件：20MeV 10Gy/min at 1m，最大照射野（25 ㎝×25 ㎝） 
許可条件：20MeV 10Gy/min at 1m，最大照射野（25 ㎝×25 ㎝）  

 使用許可線量：80000Gy／３月， 
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漏えい線量 計算図面 

 

 

 

 
平面図  （A~J:計算ポイント及び測定ポイントを示す．）  立面図１ 

 
立面図 2 （K,L:計算ポイント及び測定ポイントを示す．） 

 
立面図 3 （M~O:計算ポイント及び測定ポイントを示す．） 
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漏えい線量 測定図面 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計算結果および測定結果 
各点の実効線量においては，下記表に示すように管理区域境界において，すべての漏えい線

量の合算値にて評価する． 
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管理区域境界（計算結果） 

 

＊計算による評価に該当せず 
 

管理区域境界

 On board imager ExacTrac 合計実効線量

183.81

246.27

389.05

13.49

15.42

x線 漏洩線 131.09 2.00.E-02 2.00E-02 131.13
電 子 線 照射ヘッド からの漏えい線 9.69 ＊ ＊ 9.69

x線 漏洩線 18.9 ＊ ＊ 18.90

電 子 線 照射ヘッド からの漏えい線 1.41 ＊ ＊ 1.41

x線 漏洩線 363.36 ＊ ＊ 363.36

電 子 線 照射ヘッド からの漏えい線 26.56 ＊ ＊ 26.56

x線 利用線錘 597.26 3.00.E-02 2.00.E-02 597.31

電 子 線 照射ヘッド からの漏えい線 133.32 ＊ ＊ 133.32

x線 漏洩線 804 3.00.E-02 2.00E-02 804.05

電 子 線 照射ヘッド からの漏えい線 58.96 ＊ ＊ 58.96

x線 漏洩線 378.77 ＊ ＊ 378.77

電 子 線 照射ヘッド からの漏えい線 27.68 ＊ ＊ 27.68

x線 利用線錘 624.52 3.00.E-02 2.00E-02 624.57

電 子 線 照射ヘッド からの漏えい線 139.41 ＊ ＊ 139.41

x線 漏洩線 793.15 ＊ ＊ 793.15

電 子 線 照射ヘッド からの漏えい線 53.69 ＊ ＊ 53.69

x線 利用線錘 505.61 3.00.E-02 1.60E-01 505.80

電 子 線 照射ヘッド からの漏えい線 241.31 ＊ ＊ 241.31

x線 漏洩線 1.14 ＊ ＊ 1.14

電 子 線 照射ヘッド からの漏えい線 8.59.E-02 ＊ ＊ 0.09
K

（180°）

1300

J

I

H

G

F

E

D

C

B

迷路散乱 X線 （電子線照射）

迷路散乱X線（X線照射）

迷路散乱中性子線 （ X 線照射）

電子線照射へツドからの漏えい線
＊ ＊ 28.91

診療用高エネルギー
発生装置 漏洩線量

エックス線撮影装置等 漏洩線量

A

x線漏洩線

2.00.E-02 2.00E-02 819.17

1300

計算点 線種

漏えい線量 計算値
(µ Sv／3月） 実効線量限度

( µ Sv／3月）
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管理区域境界（測定結果） 

    ＊＊B.G.または B.G.以下 
 
診療用高エネルギー放射線発生装置使用室に設置されたエックス線装置からの漏えい線量の

測定結果は，すべてのポイントにおいて，N.D.または B.G.であった． 
このように，診療用高エネルギー放射線発生装置および併設された IGRT 装置に対して，そ

れぞれ漏えい線量計算では算出されるが，測定にて検出することができない低レベルの漏えい
線量である． 

 
3-1-2．放射線使用室における IGRT 装置の漏えい線量測定の実態に関する今後の展望 

全国の放射線治療施設に対してメールを用いたアンケート調査を実施する必要がある． 
 

3-2．診療用高エネルギー放射線発生装置，診療用放射線照射装置および IGRT 装置の漏えい線
量測定の合算並びにそれらの装置のしゃへい計算結果から，放射線使用室における IGRT 装置

 On board ExacTrac

0° 90° 180° 270°

x線 漏洩線 ＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊＊ B.G／N.D N.D
電 子 線 照射ヘッド からの漏えい線 ＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊＊

x線 漏洩線 ＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊＊ B.G／N.D N.D

電 子 線 照射ヘッド からの漏えい線 ＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊＊

x線 漏洩線 ＊＊ ＊＊ ＊＊ 88.9 B.G／N.D N.D

電 子 線 照射ヘッド からの漏えい線 ＊＊ ＊＊ ＊＊ 826.7

x線 利用線錘 ＊＊ ＊＊ ＊＊ 311.2 B.G／N.D N.D

電 子 線 照射ヘッド からの漏えい線 ＊＊ ＊＊ ＊＊ 53.4

x線 漏洩線 ＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊＊ B.G／N.D N.D

電 子 線 照射ヘッド からの漏えい線 ＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊＊

x線 漏洩線 ＊＊ 100.0 ＊＊ ＊＊ B.G／N.D N.D

電 子 線 照射ヘッド からの漏えい線 ＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊＊

x線 利用線錘 ＊＊ 311.2 ＊＊ ＊＊ B.G／N.D N.D

電 子 線 照射ヘッド からの漏えい線 ＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊＊

x線 漏洩線 ＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊＊

電 子 線 照射ヘッド からの漏えい線 ＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊＊

x線 利用線錘 ＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊＊ B.G／N.D N.D

電 子 線 照射ヘッド からの漏えい線 ＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊＊

x線 漏洩線 ＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊＊ B.G／N.D N.D

電 子 線 照射ヘッド からの漏えい線 ＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊＊

199.1208

261.8292.6

ー－－－－

K
（180°） ー－－－－

J

ー－－－－

I ー－－－－

H

ー－－－－

G
ー－－－－

F

ー－－－－

E
ー－－－－

D

ー－－－－

C
ー－－－－

B

179.1 ー－－－－
電子線使用時 A1,A2,A3合算

X線，γ線，中性子線

286.4 B.G／N.D N.D

A

X線使用時 A1,A2,A3合算
X線，γ線，中性子線

239.6

179.61

エックス線撮影装置等 漏洩線量

測定点 線種

診療用高エネルギー発生装置  漏洩
線量 ( µ Sv／3月）
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の漏えい線量測定について，医療法との対比を行う必要がある． 
 
3-3．第 4 号通知の透過率データによるしゃへい計算について，NCRP Report No.147 を参考 
に，リニアック施設等に対応できる透過率データを準備し，再計算を行った． 

以下に代表施設における図面および再計算結果の一部を示す． 
 
漏えい線量 計算図面 

 
 
漏えい線量 計算条件 

 

 
上記「J 点」について再計算を行った． 

①大阪府の様式で算出した結果（しゃへい計算は，第 4 号通知の通り） 
・鉄板は考慮せず，コンクリートのみで算出． 
・コンクリートの透過率（Dt）は第 4 号通知記載データの最大厚(RC:400 mm)を使用． 

 
平面図  （A~J:計算ポイント及び測定ポイントを示す．）  立面図１ 
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②NCRP Report No.147 を参考に算出した結果 
・鉄板に対しても透過率を考慮． 
・NCRP Report No.147 を参考に実際の厚み(RC:1850 mm,Fe:250 mm)で透過率を算出． 
・複合しゃへい体については，それぞれのしゃへい体の透過率の乗算とした． 

 

 
第 4 号通知で示された計算方法を用いた場合，0.16 μSv/3 月であるが，NCRP Report No.147

による透過率計算を用いて算出した場合 6.54E-24 μSv/3 月という結果であった．両結果とも，
サーベイメータで確認できる線量ではないが，漏えい線量測定の省力化を行う場合には，施設構
造に対応できるデータを用いたしゃへい計算による根拠が必要と考えられる． 
 
3-4．放射線使用室における IGRT 装置の漏えい線量測定の費用について 

漏えい線量の測定に費やする労力，及び経費削減の効果については環境測定会社に標準価格
表の提供を依頼し検討を行う必要がある． 
 
まとめ 

診療用高エネルギー放射線発生装置が設置されている使用室において，IGRT 装置からの漏え
い線量の測定に関しては，施設検査前に測定して評価し，許可申請時に漏えい線量の合算結果に
て許可が得られれば，その後 6 月を超えない期間ごとでの IGRT 装置からの漏えい線量の測定
に関しては省力化できる可能性が高いと考える． 

放射線防護の観点からみて，診療用高エネルギー放射線発生装置使用室におけるエックス線
装置からの漏えい線量測定は，今後予定している調査内容からも，省力化できる可能性があるた
め，継続して検討する．IGRT 装置の実情，しゃへい計算結果および漏えい線量の測定結果等の
実態並びに全国調査による使用者の要望等から，放射線使用室に併設された IGRT 装置の漏え
い線量測定のあり方について明確にする． 
  

ｄ１ ｄ２ ｄ３ ｄ４

（ｍ） （ｍ） （ｍ） （ｍ） 密度補正後

区分 Ep

1876.60 1.68E-07 19.70

ES

EL
μSv/3月間

0.01
石膏

ガラス
0.01

木材

鉛
0.14

0.16
A Ｊ点

コンクリート 2100
鉄

漏えい実効線量
材質 密度補正前

管理茎球界

8.00 4.90 2.30 6.47

計算点
施工遮へい材料及び厚さ（mm）

Dt t1/2

ｄ１ ｄ２ ｄ３ ｄ４

（ｍ） （ｍ） （ｍ） （ｍ） 密度補正後

区分 Ep

1653.19 1.47E-26 19.70

245.85 1.27E-24 3.240 ES

EL
μSv/3月間

250
5.28E-24

石膏

ガラス
1.27E-24

木材

鉛
1.50E-44

6.54E-24
A Ｊ点

コンクリート 1850
鉄

漏えい実効線量
材質 密度補正前

管理茎球界

8.00 4.90 2.30 6.47

計算点
施工遮へい材料及び厚さ（mm）

Dt t1/2
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・・・・・・・・・・・・以下検討資料・・・・・・・・・・・・ 
【該当法令の解釈として第 4 号通知より抜粋】 

以下（使用の場所等の制限（規則第 30 条の 14））に示す，下線部分で示された，同時使用す
るものとして，その同時使用の条件下で構造設備の基準を満たしている必要がある，と求められ
ており，そのような構造設備の室に設置しているにもかかわらず，それぞれの装置の測定（規則
第 30 条の 22）を行うことについて検討する． 

 
〇第 4 号通知 第 4 管理義務に関する事項 １ 使用の場所等の制限（規則第 30 条の 14） 
より抜粋  
（４）エックス線装置を特別の理由によりエックス線診療室を除く放射線診療室において使用

することについて 
エックス線装置を「特別の理由により診療用高エネルギー放射線発生装置使用室，診療用粒

子線照射装置使用室，診療用放射線照射装置使用室，診療用放射線照射器具使用室，診療用放
射性同位元素使用室若しくは陽電子断層撮影診療用放射性同位元素使用室において使用する
場合」とは，当該放射線診療室に備えられたエックス線装置を除く放射線診療装置等による診
療の補助等が目的であること． 

ただし，核医学画像を得ることを目的とせず CT 撮影画像のみを得るために，CT エックス
線装置と単一光子放射撮影装置が一体となったもの又は CT エックス線装置と陽電子放射断
層撮影装置が一体となったものによるエックス線撮影を行うことは，従前通り認められるも
のであること． 

なお，同時に２人以上の患者の診療を行うことは認められないこと． 
この場合における「適切な防護措置」として，当該放射線診療室は，室に備えられたエック

ス線装置以外の放射線診療装置等とエックス線装置を同時に使用するものとして，この同時
使用の条件下での放射線障害の防止に関する構造設備の基準を満たしている必要があること．
また，規則第 25 条第４号，第 25 条の２の規定に基づき準用する第 25 条第４号，第 26 条第
３号，第 27 条第１項第３号又は第 28 条第１項第４号の規定に関して，当該放射線診療室の
放射線障害の防止に関する構造設備及び予防措置として，当該エックス線装置を使用する旨
を記載する必要があること． 

 
 
【第８回医療放射線の適正管理に関する検討会（2019 年 3 月 6 日開催）の資料２より抜粋 
（一部改変）】 
〇放射線診療室の構造設備に係る規定 

放射線診療室の構造設備に係る規定は，当該室でそれぞれの放射線診療装置等を使用する
に際して，放射線診療従事者の職業被ばく及び公衆被ばくによる放射線障害を防止するため
に必要な防護措置を担保すること目的として定められている． 
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 エッ
クス
線診
療室 

診療用
放射線
照射器
具使用
室 

診療用高
エネルギ
ー放射線
発生装置
使用室 

診療用
粒子線
照射装
置使用
室 

診療用
放射線
照射装
置使用
室 

診療用
放射性
同位元
素使用
室 

陽電子断
層撮影診
療用放射
性同位元
素使用室 

画壁の外側の実
効 線 量 ≦ １
mSv/週 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

標識の設置 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
人が常時出入り
する出入口が１
ヶ所 

× 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

放射線発生を表
示する装置の設
置 

× × 〇＊２ 〇＊２ 〇＊２ × × 

装置の操作場所
は室内に設けな
いこと 

〇 
＊１ 

× ×＊２ ×＊２ ×＊２ × 〇 

耐火構造又は不
燃材料を用いた
構造 

× × 
（RI 法

〇） 

× 
（RI 法

〇） 

× 
（RI 法

〇） 

〇 〇 〇 

汚染防止のため
の構造等 

× × × × × 〇 〇 

※１ 近接撮影透視等の場合は例外的に室内に設置可能．  
※２ 照射中は室内が高線量となり，装置の操作場所を室内に設置するのは不可能であるため，

設置の規定なし． 
 

基本的考え方 
○ 透視用エックス線装置のエックス線診療室以外の放射線診療室での使用に際しては，当該室

の構造設備に関する基準を満たすことにより，基本的には放射線障害の防止が可能と考えら
れる．  

○ CT エックス線装置のエックス線診療室以外の放射線診療室での使用に際しては，当該室の
構造設備に関する基準に加え，エックス線診療室における構造設備に関する基準を満たすこ
とにより，基本的には放射線障害の防止が可能と考えられる．  

○ 移動型透視用又は移動型 CT エックス線装置は通常の移動型エックス線装置と比較して高線
量であることから，通常の移動型エックス線装置より厳重な放射線診療従事者等の放射線障
害の防止に関する適切な防護措置を定める必要があると考えられる． 
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